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○「第７次エネルギー基本計画」（令和７年２月18日閣議決定）において、エネルギー政策の基本的な考え方として、エネ
ルギー安定供給と脱炭素を両立する観点から、再生可能エネルギーを主力電源として最大限導入するとともに、
特定の電源や燃料源に過度に依存しないようバランスのとれた電源構成を目指していくこととされている。

○再生可能エネルギーについては、2040年度に電源構成の４割～５割を目指すとされている。このうち、洋上風力
発電については、2030年までに10GW、2040年までに浮体式も含む30GW～45GWの案件を形成することを目指
すとされている。

（出典）経済産業省「2040年度におけるエネルギー需要見通し（関連資料）」より国交省作成

再生可能エネルギーの導入目標 ～第７次エネルギー基本計画（令和７年２月18日閣議決定）～

■エネルギー需給の見通し（イメージ）
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洋上風力発電は、今後コスト低減が見込まれる電源として、我が国の電力
供給の一定割合を占めることが見込まれ、急速なコストダウンと案件形成が
進展する海外と同様、我が国の再生可能エネルギーの主力電源化に向けた
「切り札」である。また、事業規模が大きく、産業の裾野も広いことから、建設
やO&M等を通じ雇用創出にも貢献するなど、経済波及効果が期待される。
こうした点を踏まえ、再エネ海域利用法に基づく公募制度等を通じて、
2030年までに10GW、2040年までに浮体式も含む30GW～45GW
の案件を形成することを目指す。このため、引き続き、初期段階から政府等
が関与し、より迅速・効率的に地盤等の調査や適時の系統接続の確保等を
行う仕組み（セントラル方式）の対象海域を拡大するとともに、促進区域の
指定の際に国が海洋環境調査を行う仕組みを検討する。さらに、地域間連
系線や港湾等のインフラ整備を計画的に進めていく。また、投資が大規模か
つ総事業期間が長期間にわたることから、収入・費用の変動リスクに対応で
きる強靱な事業組成を促進し、洋上風力発電への電源投資を確実に完遂
させるために必要な規律強化や環境整備を進める。加えて、我が国の広大
な排他的経済水域においても洋上風力発電設備を設置することができるよ
う必要な制度環境の整備を行う。また、大型風車の設置・維持管理に必要
な基地港湾の着実な整備や効率的な運用を図るとともに、関係船舶の確
保に向けた取組を進める。
その上で、洋上風力発電の大量導入と関連産業の競争力強化の「好循
環」を実現するには、国内に競争力があり強靱なサプライチェーンを形成する
ことが重要である。産業界においては、国内調達比率を2040年までに60％
とする目標が掲げられている。特に浮体式洋上風力発電について、技術開
発によるコスト低減と量産化、生産・設置基盤や最適な海上施工方法の確
立を通じ、国内サプライチェーンの強化や国際展開を進めるとともに、産業界
と教育・研究機関が連携した人材育成を強力に推進する。

■第７次エネルギー基本計画本文 抜粋

うち風力が
4～8%程度



海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律の一部を改正する法律案
法案の概要

④経済産業大臣及び国土交通大臣は、協議会において協議が調った

事項と整合的であること等の許可基準に適合している場合に限り、

設置を許可することができる。

③経済産業大臣及び国土交通大臣は、仮の地位の付与を受けた事業

者、利害関係者等を構成員とし、発電事業の実施に必要な協議を

行う協議会を組織するものとする。

②募集区域に海洋再生可能エネルギー発電設備を設置しようとする

者は、設置区域の案や事業計画の案を提出し、経済産業大臣及び

国土交通大臣による仮の地位の付与を受けることができる。

①経済産業大臣は、自然的条件等が適当である区域について、公告

縦覧や関係行政機関との協議を行い、募集区域として指定すること

ができる。

背景・必要性

○我が国における2050年カーボンニュートラルの達成に向けて、
洋上風力発電は、再生可能エネルギーの主力電源化に向け
た切り札とされている。

○2030年までに1,000万kW、2040年までに3,000万kW～4,500万
kWの案件形成目標を掲げており、領海及び内水における海洋
再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促
進に関する法律（以下、「再エネ海域利用法」という。）に基づく
案件形成の促進に加え、我が国の排他的経済水域（以下、
「EEZ」という。）における案件形成に取り組んでいく必要がある。

○こうした中、現在の再エネ海域利用法では、適用対象を「領海
及び内水」としており、EEZについての定めはないことから、
EEZにおける海洋再生可能エネルギー発電設備の設置に係る
制度を創設する。

○また、洋上風力発電事業の案件形成の促進に当たって、海洋
環境等の保全の観点から適切な配慮を行うため、海洋再生可
能エネルギー発電設備整備促進区域（以下、「促進区域」とい
う。）の指定の際に、国が必要な調査を行う仕組みを創設する。

○EEZに設置される洋上風力発電設備について、長期間の
設置を認める制度を創設。

【目標・効果】
EEZにおける海洋再生可能エネルギー発電設備の設置許可や、
海洋環境等の保全に配慮した海洋再生可能エネルギー発電設
備整備促進区域の指定を通じて、海洋再生可能エネルギーの
導入拡大を図る。
（KPI）
2030年までに1,000万kW、
2040年までに3,000万kW～4,500万kWの案件形成

【ＥＥＺにおける洋上風力発電設備の設置までの流れ】

※EEZにおける洋上風力等に係る発電設備の設置を禁止し、募集区
域以外の海域においては設置許可は行わない。

○促進区域（領海及び内水）及び募集区域（EEZ）の指定等
の際に、海洋環境等の保全の観点から、環境大臣が調査
を行うこととし、これに伴い、環境影響評価法の相当する手
続を適用しないこととする。
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法案の概要

背景・必要性
１．令和６年能登半島地震で明らかになった課題
○港湾を核とした海上輸送の重要性が再認識された一方で、陸路の寸断により港湾施設の応急復旧資材の調達等に困難が生じた。
災害時における、港湾の緊急物資等の輸送拠点としての機能を速やか、かつ確実に確保するための体制構築が不可欠。

３．港湾管理者の技術職員不足
○港湾インフラの老朽化・陳腐化が進む中、中小港湾管理者においては、技術職員不足が深刻化。地域を支える港湾インフラの
機能確保に係る工事の実施が困難となっており、必要に応じてサポートする仕組みが必要。

○災害時やむを得ない場合、港湾施設の応急復旧に他人の土石等を活用可能とする制度（応急公用負担）の創設
○緊急物資等の輸送拠点としての機能強化に資する民有港湾施設を災害時に港湾管理者が使用することができる協定制度の創設
○倒壊した場合、緊急物資等の輸送に支障を及ぼす恐れのある民間の港湾施設（荷さばき施設等）に対する
港湾管理者による勧告制度の拡充

○災害時における国から港湾管理者に対する支援船舶の入港需要等の必要な情報の提供 等

○港湾管理者の要請に基づく、国による高度な技術等を要する港湾工事の代行
制度の創設 ＜予算＞

○国が港湾工事を行う場合において、港湾管理者と協議の上で、工事に必要な権限
を代行する措置の創設

○気候変動に伴う海水面の上昇から港湾の保全を図るための護岸の嵩上げ等といった、官民協働の取組を促進
するための協働防護計画制度の創設

○港湾管理者・立地企業等からなる同計画の作成・実施に関する協働防護協議会の設置
○協働防護計画に基づく取組を促進するための協定制度の創設 等

○気候変動に伴う海水面上昇が予測される中、多様な主体が立地し、水際線に面するという港湾の特性上、官民の関係者の
協働による備えが不可欠。

２．気候変動に伴う海水面上昇

４．洋上風力発電の導入促進に向けた課題
○洋上風力発電の導入が進む中、洋上風車の設置・維持管理に必要となる基地港湾の利用スケジュールがさらに過密になることが予見。2050年カーボンニュートラルの
達成に向けた洋上風力発電の導入目標を確実に達成するため、基地港湾の一時利用の調整を円滑に行うための仕組み等が必要。

○基地港湾の一時的な利用に関する協議を行うための協議会制度の創設 等

岸壁背後の沈下

応急復旧のための資材確保

水際線が一連で防護されない
場合の浸水被害（イメージ）

※３．４．に関し、北海道港湾工事法・沖振法にも適用するための所要の改正を
併せて行う。
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協働防護の取組（イメージ）
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１．緊急物資等の輸送拠点としての港湾機能の確保等

２．気候変動に伴う海水面上昇に対応した港湾の保全（協働防護）

３．公共岸壁等の適切な機能確保のための工事代行等 ４．洋上風力発電の導入促進に向けた課題への対応

港湾法等の一部を改正する法律案 （第217回国会に提出中）
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